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【調査目的】
　　岩手県における女性の活躍推進に係る事業所等の現状とニーズを把握し、女性の活躍推
　進を効果的に進めるための基礎資料を得る。

【調査内容】
　　①　実施時期　令和6年11月26日から12月6日まで
　　②　対象者　　岩手県内に所在する従業員規模10人以上の民営事業所
　　　　　　　　　1,000事業所　（100人以上　472箇所、100人未満　528箇所）
　　③　調査方法　設問票によるアンケート調査（郵送法）

【回答数】
396 事業所 （回答率 39.6 ％）

　常用労働者のうち女性の割合は、49.1％でR3調査時（以下「前回」という。）より4.2ポイント増加しています。

　女性が30％未満の事業所は37.2％で前回より6.9ポイント減少しています。
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　男女とも40歳以上50歳未満の事業所が最も多くなっています。（男性50.3％、女性44.4％）

　前回に比べ50歳以上60歳未満の事業所が増加しています。

　事業所ごとの平均年齢の単純平均は、男性47.01歳、女性45.72歳で、女性は男性より1.29歳低くなってい

ます。

　男性は10年以上15年未満（31.3％）、女性は5年以上10年未満（29.3％）が最も多くなっています。

　平均勤続年数が10年未満の事業所の割合は、男性は３割を下回っていますが（26.5％）、女性は約４割と

なっています。（38.1％）

　事業所ごとの平均勤続年数の単純平均は、男性12.84年、女性11.27年で、女性は男性より1.57年短くなっ

ています。
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　管理職のうち女性の割合は、22.0％で前回より1.1ポイント増加しています。

　課長級以上の職に占める女性の割合は、15.1％で前回より0.8ポイント増加しています。

（女性管理職・役員が０人と回答した事業所のみ回答）
（主なものを３つまで選択）

　「現時点では、必要な知識や経験、判断力等を有する女性がいない」が56.9％と最も高く、次いで「女性が

希望しない」が26.2％、「管理職に就くための在職年数を満たしていない」が18.5％となっています。

（複数選択）
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１ 女性管理職・役員が担う適当な職種、業務がない

２ 現時点では、必要な知識や経験、判断力等を有する女性がいない

３ 将来管理職に就く可能性のある女性はいるが、

現在、管理職に就くための在職年数を満たしていない

４ 女性職員は勤続年数が短く、管理職になるまでに退職してしまう

５ 管理職・役員の仕事がハードで女性には無理である

６ 女性が希望しない

７ 登用すると職場の人間関係がうまく行かなくなる

８ 女性は主として補助的業務を担うことを目的に雇用している

９ 会社（経営者）の方針である

10 その他
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（複数選択）

　88.9％の事業所が、女性活躍推進に向けた取組を行っています。

　取組の内容は、「短時間勤務・フレックスタイム等、勤務時間の柔軟化」が42.9％と最も高く、次いで、「時間

外勤務の削減、長時間労働の是正」が35.9％、「女性従業員の採用拡大」が34.1％、となっています。

　従業者規模別に見ると、規模の大きい事業所ほど、何らかの取組を行っています。

【「特にない」と回答した事業所の従業者規模別内訳】
従業員規模 事業所数 割合
10人未満 11 26.2%
10人以上30人未満 20 20.6%
30人以上50人未満 3 10.7%
50人以上100人未満 4 7.8%
100人以上300人未満 6 4.3%
300人以上 0 0.0%
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１ 女性従業員の採用拡大

２ 女性がいない又は少ない部署・職種等への女性の積極的な配置

３ 非正社員から正社員への登用

４ 女性従業員のキャリア形成のための研修等の実施、研修機会の付与

５ 女性の管理職への積極的登用

６ 女性管理職候補者を対象とした研修の実施

７ メンター制度、ロールモデル（模範・手本）の育成・提示

８ トップの女性活躍推進に関するメッセージの発信（イクボス宣言含む）

９ 管理職や男性に対する意識啓発

10 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定

11 事業所内保育所の整備、託児環境への支援

12 育児・介護休業法の規定を上回る制度の導入

13 短時間勤務・フレックスタイム等、勤務時間の柔軟化

14 時間外勤務の削減、長時間労働の是正

15 トイレ、更衣室等の性別に配慮した職場環境の整備

16 女性従業員間のネットワークづくり

17 その他

18 特にない
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(複数選択）

　93.2％の事業所が、女性の活躍を推進することによるメリットがあると回答しています。

　女性の活躍を推進することによるメリットは、「男女ともに働きやすい職場になる」が65.4％と最も高く、次い

で、「優秀な人材の確保・定着」が52.3％、「企業のイメージアップ」が39.1％となっています。

　従業者規模別に見ると、比較的規模の小さい事業所にメリットはないという回答が多くなっています。

【「特にない」と回答した事業所の従業者規模別内訳】
従業員規模 事業所数 割合
10人未満 8 19.0%
10人以上30人未満 7 7.2%
30人以上50人未満 2 7.1%
50人以上100人未満 3 5.9%
100人以上300人未満 7 5.1%
300人以上 0 0.0%

　女性の採用や登用に関する目標を「設定している」事業所の割合は、15.2％で前回より4.0ポイント減少して

います。

　「設定していないし、今後も設定する予定はない」という回答が56.3％と最も多く、前回より4.4ポイント増加し

ています。

　従業者規模別に見ると、規模の大きい事業所ほど、「設定している」との回答が多くなっています。

【「設定している」と回答した事業所の従業者規模別内訳】
従業員規模 事業所数 割合
10人未満 3 7.1%
10人以上30人未満 5 5.2%
30人以上50人未満 3 10.7%
50人以上100人未満 9 17.6%
100人以上300人未満 27 19.6%
300人以上 12 33.3%

女性の活躍を推進することによるメリット

女性の採用や登用に関する目標設定
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39.1%

65.4%

33.1%
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6.8%

50.6%

37.1%

60.1%

32.8%
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14.0%
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１ 優秀な人材の確保・定着

２ 企業のイメージアップ

３ 男女ともに働きやすい職場になる

４ 働き方の見直しによる業務の効率化

５ 従業員の労働意欲が向上

６ 生産性の向上及び企業業績の向上

７ 新たな製品・サービスの開発につながる

８ その他

９ 特にない
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１ 設定している ２ 設定していないが、今後設定する予定である

３ 設定していないし、今後も設定する予定はない
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（複数選択）

　女性活躍を推進するうえでの課題は、「家事・育児・介護等の家庭の負担が重い」が55.6％と最も高く、次

いで「本人が昇進を望まない」が41.4％、「育児休業や短時間勤務制度を取得する従業員をカバーする人的

余裕がない」が34.3％となっています。

　前回と比べ、特に増加が大きかったのは、「育児休業や短時間勤務制度を取得する従業員をカバーする
人的余裕がない」で7.8ポイント増加しています。

(複数選択）

女性の活躍を推進するうえでの課題

※選択肢９は新規設定

27.5%

41.4%

55.6%

28.5%

21.7%

9.8%

3.3%

34.3%

12.4%

5.6%

32.1%

44.2%

55.2%

24.4%

20.5%

9.7%

4.1%

26.5%

8.4%

6.7%

１ 担当できる仕事や配置できる部署が限られている

２ 本人が昇進を望まない

３ 家事・育児・介護等の家庭の負担が重い

４ 時間外労働、深夜勤務をさせにくい

５ 管理職に登用できる女性社員の人材育成ができない

６ 上司や同僚の認識、理解が不十分

７ 顧客や取引先を含む社会一般の認識、理解が不十分

８ 育児休業や短時間勤務制度を取得する従業員をカバーする人

的余裕がない

９ 男性の育児休業取得を促進するための取組が不十分

（前回：男性の育児休業取得を促進するための法制度が不十

分）

10 その他
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R6

R3

6



（複数選択）

　女性の活躍推進のためにあれば良い行政施策は、「保育等の子育て支援サービスの充実」が68.2％と最

も高く、次いで、「介護サービスの充実」が47.5％、「女性の職場復帰を支援」が47.5％となっています。

　「いわて女性活躍企業等認定制度」について、「ステップ１認定企業である」が3.0％、「ステップ２認定企業

である」が10.4％となっています。

　47.0％は「制度を知らない」と回答しています。

女性の活躍推進のためにあればよい行政施策

「いわて女性活躍企業等認定制度」について
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47.5%

38.1%

8.6%
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28.0%

15.5%

30.2%

25.6%
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67.7%

47.6%

21.3%

33.8%

46.3%

35.3%

10.3%

2.4%

4.7%

１ 女性管理職比率の公表を義務化

２ 女性管理職比率の達成を義務化

３ 女性活躍を推進するアドバイザー（専門職員）の派遣

４ 女性活躍の推進をテーマとした企業への出前講座の実施

５ 女性活躍推進に積極的な企業の取組事例集を提示

６ 公共調達への優先的措置

７ 女性活躍推進の目標達成企業への助成（財政的支援）

８ 事業主、管理職への意識啓発を目的とした講演会、セミナー等の…

９ 男性従業員への意識啓発を目的とした講演会、セミナー等の開催

10 女性従業員への意識啓発を目的とした講演会、セミナー等の開催

11 女性従業員のキャリア形成を目的とした講演会、セミナー等の開催

12 ロールモデル（模範・手本）の提示

13 管理職候補者を対象としたリーダー養成研修の開催

14 女性同士の異業種交流会やネットワークの構築を支援

15 保育等の子育て支援サービスの充実

16 介護サービスの充実

17 家事代行サービスの充実

18 男性（配偶者）の家事・育児参画を促す施策の実施

19 女性の職場復帰を支援

20 女性の再就職を支援

21 女性の起業を支援

22 その他

23 特になし
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女性の活躍推進のためにあれば良い行政施策
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「いわて女性活躍企業等認定制度」について

１ ステップ１認定企業である ２ ステップ２認定企業である

３ 制度を知っており、今後認定を取りたいと考えている ４ 制度を知っているが、認定を取るつもりはない
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